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巨大災害は、

一国の歴史を、

根底から変えてしまう。
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経済被害の推計⽅法
過去の⼤災害の被害状況を実証的に踏まえつつ、⻑期間（地震については
20年、⽔災害については14ヶ⽉）の経済低迷効果をシミュレートすること
を通して、経済被害を推計

兵庫県
20年経済被害
88.6兆円

6



「直後」のＧＤＰ⽔準の推計⽅法（ＳＣＧＥ）
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各災害の被害推計 ⽇本の20年間の総所得の約１割程度
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阪神淡路⼤震災時の「神⼾の被害」の約1.15倍

参考：「阪神淡路⼤震災」時の神⼾の所得損失＝1168万円。9



和歌⼭・静岡・⾼知・三重・⼤阪・名古屋
等で、６〜7割以上のＧＤＰ被害
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強靱化投資で、
巨⼤地震について３〜４割減災（巨⼤⽔災害について3〜10割減）
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強靱化投資は、
投資額以上の「税収増」効果がある！
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表３ 首都直下地震に対する、新幹線整備の減災効果 

被害
（対策前）

新幹線の分散
化による減災
効果(単独）

道路・津波・
耐震強化によ
る減災効果

道路・津波・耐
震強化＆新幹線
分散化効果

経済被害（２０年） 731兆円 39兆円 243兆円 269兆円
減災率 - 5.4% 33.2% 36.8%

⼈的被害 23,000⼈ 966⼈ 3,473⼈ 4,293⼈
減災率 - 4.2% 15.1% 18.7%
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全国新幹線整
備の減災効果

⾸都直下地震 39兆円
東京湾の巨⼤⾼潮 2.5兆円
東京荒川巨⼤洪⽔ 1.4兆円
合計 43兆円

「全国の新幹線整備」による地⽅分散化には、
４３兆円の減災効果（約4.5兆円の増収効果）
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表４ 首都直下地震に対する、３０％分散化時の減災効果 

被害
（対策前）

３０％分散化
による減災効
果(単独）

道路・津波・
耐震強化によ
る減災効果

道路・津波・耐
震強化＆３０％
分散化効果

経済被害（２０年） 731兆円 219兆円 243兆円 389兆円
減災率 - 30.0% 33.2% 53.3%

⼈的被害 23,000⼈ 6,900⼈ 3,473⼈ 9,331⼈
減災率 - 30.0% 15.1% 40.6%

⾸都直下地震の被害は、
「分散化」があってはじめて、半減できる。

15



⼟⽊学会からのメッセージ
１．今のままでは、「国難」は避けられない。

２．ただし、強⼒な政府対策（堤防・道路強靱化等）で、３〜4割減災可。

３．とはいえ、抜本対策には「⼀極集中対策」が不可⽋。
※ 全国の新幹線整備には、5.4％の地⽅分散化効果有り

４．そんな「強靱化」は、15年以内に完了しないと間に合わない。

５．強靱化は、「財政」を守る
※ 投資額「以上」の税収増効果
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